【定款変更認可申請書（届出書）作成上の留意点】
　
１．添付資料

○　定款の変更事由によって添付書類が異なるので、別紙「定款変更申請認可申請書　添付書類一覧」に留意のうえ提出してください。定款変更の事由としては、次の５類型があります。
　　① 事業目的の追加（設置経営または受託経営）
　　② 役員定数の変更
　　③ 基本財産の変更（解体による減少または解体減少を含む新築または増築）
　　④ 定款例の変更にあわせた条文整理 
⑤ その他届出書の提出による事項（事務所所在地の変更、基本財産の増加、公告の方法の変更）
２．申請手続き

　　　当該申請書類の正式な受理は、すべての不備事項が解消された時点となります。なお、長期間不備事項が解消されない場合は、書類を返戻する場合もあるので注意してください。
３．不備の多い事例
　定款変更認可申請にあたって、特に不備の多い事例について掲げますので注意してください。
不備例①：提出部数の不足
　　　　必要部数にあたっては、「定款変更申請認可申請書類一覧」に基づいて提出してください。申請書類等については、決裁後、認可通知と共に返却するため必ず２部（受理通知のみを交付する定款変更届出をされる場合は１部で可）提出願います。
不備例②：新旧対照表の表記誤り・記載漏れ
　　　　申請書（様式第２）の下半分が「新旧対照表」になっていますが、当該変更に関係する条文のみ記載してください。（関係しない条文については、それぞれ条項数を示して省略標記すること。別添記載例参照。）
　　　　その際には、新・旧とも該当部分にアンダーラインを入れ、変更箇所を強調してください。
　　　　なお、変更理由は、変更する条文ごとに備考欄に記載してください。
不備例③：原本証明漏れ
　　　　原本でなく写しを添付する場合は、原則として法人代表者による原本証明を付してください。（特に、理事会・評議員会議事録や事業計画書、収支予算書など、作成にあたって役員会の承認を得るものについては必須。）
